
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

執行早期化のために
講じている工夫

速やかに事業の執行が可能となるよう各般の準備や調整を行っているところ。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

①民間防災対策支援モデル事業　　　　　　　　　　　　　　　　　②災害情報収集分析機能の強化事業
　平成25年4月30日～8月30日　公募　　　　　　　 　　　　　　　　 平成25年3月29日　公告
　平成25年9月　            　　　　 交付申請予定　　　　　　　　　　平成25年4月25日　契約締結
  平成25年10月上旬目途　       交付決定予定

　（イメージ図）

平成24年度補正予算額 3.1億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

大規模災害時において、民間や関係機関と連携した災害対応を行うため、①寄る辺のない帰宅困難者を受け入れる
一時滞在施設の拡大を図るためのモデル事業として、市区町村と帰宅困難者受入協定を締結する一時滞在施設へ
の備蓄を補助し、②被災市町村に派遣されたリエゾンから直接に政府の現地対策本部へ災害情報を収集するための
体制を整備し、その災害情報から緊急性の高い情報を抽出するための手法の検討を実施する。

実施方法 　□直接実施　　■委託・請負　　■補助金　　□負担金　　□交付金　　□貸付金　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

①民間防災対策支援モデル事業
・平成25年6月末時点で補助事業の利用事業者数がモデルとしての対象総数100事業者のうち100事業者（対象総数
のうち100%）
②災害情報収集分析機能の強化事業
・平成25年3月末までに事業に着手し、４月に契約
・平成25年7月末までに事業完了（契約額0.5億円：100%)

①民間防災対策支援モデル事業
・平成25年度末時点で備蓄が完了した100箇所全ての一時滞在施設において帰宅困難者の受入れが実現（対象総
数のうち100%）
②災害情報収集分析機能の強化事業
・平成25年7月末時点で完了した本事業の検討成果の応急対策活動に係るマニュアルへの反映等の活用により、よ
り迅速な災害情報の収集及び分析並びに災害応急対策の実施に寄与

対策における施策の名称 －

（事業名） 民間施設による帰宅困難者受入等災害対策の推進 新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①） （１）命と暮らしを守るインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策）

担当課
参事官（普及啓発・連携担当）

参事官（事業推進担当）対策の柱立て（小区分②） ②事前防災・減災対策

事業番号 65

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（内閣府）

対策の柱立て（大区分） Ⅰ．復興・防災対策

担当部局 政策統括官（防災担当）

対策の柱立て（中区分）
２．事前防災・減災のための国土強靭（じん）化の推進、災害への対応体
制の強化等

国 

地方公共団体（都県） 

要件を満たす企業

【①民間防災対策支援モデル事業】 

交付要綱通知済 

国 

企業 

【②災害情報収集分析機能の強化事業】 

実施済 

公募済 

・契約額等 

 地方公共団体執行分について、６月１日時点で、予定４

団体中、民間企業との契約等を実施している団体はない。 


